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HP…  山形県建設企画課

お問い合せお問い合せ

山形県公共調達基本条例（平成20年7月18日山形県条例第43号）抜粋山形県公共調達基本条例（平成20年7月18日山形県条例第43号）抜粋

（目的）
第１条　この条例は、公共調達に係る入札及び契約に関する制度（以下「入札契約制度」という。）に関
し基本的事項を定めることにより、公共調達により調達するものの品質及び価格の適正を確保すると
ともに、公共調達に係る入札契約制度に対する県民の信頼を確保し、もって県民の福祉の向上及び県
民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。

（基本理念）
第３条　公共調達に係る入札契約制度は、入札及び契約の過程からの談合その他の不正行為の排除
が徹底されるものでなければならない。
２　公共調達に係る入札契約制度は、入札に参加しようとし、又は契約の相手方になろうとする者の間
の公正な競争が促進されるものでなければならない。
３　公共調達に係る入札契約制度は、入札及び契約の過程並びに契約の内容の透明性が確保されるも
のでなければならない。
４　公共調達に係る入札契約制度は、公共調達により調達するものの品質及び価格の適正を考慮した
ものでなければならない。
５　公共調達により調達するもののうち建設工事等は、経済活動等の基盤となる社会資本を整備する
社会経済上重要なサービスであり、これを担う健全な建設業者等の育成は、県民経済の発展に重要で
あることを踏まえ、建設工事等に係る入札契約制度は、建設業者等の技術のほか、その法令の遵守状
況、環境保全に関する対策、建設工事等に従事する者の安全衛生及び福利厚生に対する取組並びに
地域における社会貢献活動についても、適切に評価し、当該評価を入札及び契約の過程において適
切に反映するように配慮したものでなければならない。

（県における取組）
第４条　県は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）を踏まえて、公共調達に係る入札契約制度を
運用するとともに、基本理念にのっとり、公共調達に係る入札契約制度を不断に見直し、改善に努めな
ければならない。
２　知事、企業管理者及び病院事業管理者（以下「知事等」という。）は、毎年度、議会に公共調達に係る
入札契約制度の運用の状況及び見直しの内容に関する報告を提出するとともに、これを公表しなけ
ればならない。
３　県は、県内における他の地方公共団体に対し、入札契約制度の改善に関して、必要な情報の提供及
び助言を行うものとする。

（山形県公共調達評議委員会）
第５条　基本理念にのっとった公共調達に係る入札契約制度の改善について調査審議させるため、山
形県公共調達評議委員会（以下「委員会」という。）を置く。
２　委員会は、知事等の諮問に応じ、又は自発的に、公共調達に係る入札に参加する者に必要な資格の
見直しその他公共調達に係る入札契約制度の改善に関する重要事項を調査審議する。
３　委員会は、必要があると認めるときは、知事等に対し、必要な改善措置を講ずることを求めることが
できる。
４　知事等は、前項の規定による求めを受けたときは、これを尊重しなければならない。

（組織）
第６条　委員会は、委員８人以内で組織する。

（委員）
第７条　委員は、学識経験のある者のうちから、議会の同意を得て、知事が任命する。
２　委員の任期は、３年とする。ただし、補欠又は増員により任命された委員の任期は、前任者又は現任
者の残任期間とする。
３　委員は、再任されることを妨げない。


